
物  質  名 ジクロルボス ＤＢ－15 

別  名 

DDVP  
ジメチル-2,2-ジクロルビニルホ

スフェイト  
ジメチルジクロルビニルホスフ

ェート 
CAS 番号 62-73-7 
PRTR 番号 第 1 種 350 
化審法番号 ― 

構 造 式 
 

 

分子式 C4H7Cl2O4P 分子量 220.98 
沸点 140℃（20 mmHg）1) 融点 ― 
蒸気圧 0.0158 mmHg（25℃）2) 換算係数 1 ppm = 9.04 mg/m3（25℃） 
分 配 係 数（log Pow） 1.43（測定値）3) 水溶性 10,000 mg/L（20℃）2) 

急急急    性性性    毒毒毒    性性性    
 
 動物種 経路 致死量、中毒量等  
 マウス 経口 LD50 61 mg/kg 4)  
 マウス 吸入 LC50 13 mg/m3（4hr）4)  
 ラット 経口 LD50 17 mg/kg 4)  
 ラット 吸入 LC50 15 mg/m3（4hr）4)  

 

中中中    ・・・    長長長    期期期    毒毒毒    性性性    

・イヌに 0、0.1、1.0、3.0 mg/kg/day をカプセルで連続 52 週間経口投与した結果、0.1 mg/kg/day
群で投与後 12 日目に血漿コリンエステラーゼ活性阻害が現れたため、22 日目から投与量を

0.05 mg/kg/day に減らしたところ、1.0 mg/kg/day 以上の群で血漿及び赤血球コリンエステラー

ゼ活性の有意な低下、1.0 mg/kg/day 群の雄及び 3.0 mg/kg/day 群の雌雄で脳コリンエステラー

ゼ活性の有意な低下を認めたが、0.05 mg/kg/day 群ではこれらの影響はみられなかった。この

結果から、NOAEL は 0.05 mg/kg/day であった 5) 。 
・ラットに 0、0.0025、0.025、0.25、2.5、12.5 mg/kg/day を 2 年間混餌投与した結果、2.5 mg/kg/day

以上の群で、試験期間を通して血漿及び赤血球コリンエステラーゼ活性の有意な低下がみら

れたが、脳コリンエステラーゼ活性の低下は 12.5 mg/kg/day 群でのみみられた。また、2.5 
mg/kg/day 群の大部分の雌と数匹の雄、及び 12.5 mg/kg/day 群の全数で肝細胞の脂肪変性がみ

られた 6, 7) 。この結果から、NOAEL は 0.25 mg/kg/day であった。 
・ラットに 0、0.05、0.48、4.7 mg/m3 を連続 2 年間（23 時間/日）吸入させた結果、0.48 mg/m3

以上の群で体重増加の抑制がみられ、4.7 mg/m3 群で有意差を認めた。また、試験終了時には、

0.48 mg/m3 以上の群で脳、血漿及び赤血球コリンエステラーゼ活性の用量に依存した低下が

みられ、0.48mg/m3 以上の群で脳コリンエステラーゼ活性に、4.7 mg/m3 群で血漿及び赤血球

コリンエステラーゼ活性に有意な低下を認めたが、剖検及び血液検査で異常はみられなかっ

た。この結果から、NOAEL は 0.05 mg/m3（暴露状況で補正：0.048 mg/m3）であった 8) 。 

生生生    殖殖殖・・・発発発    生生生    毒毒毒    性性性    

・ラットに 0、0.0025、0.025、0.25、2.5、12.5 mg/kg/day を 2 年間混餌投与した三世代試験の結

果、0.0025 mg/kg/day 以上の群で、受胎能、胎仔数、胎仔の体重、出生仔の生存への影響はみ

られず、生後７日目の仔（F1、F2 世代）で組織の異常はみられなかった 6, 7) 。 



・ラットに 0、0.1、3、21 mg/kg/day を妊娠 6 日目から 15 日目まで強制経口投与した結果、母

ラットでは 21 mg/kg/day 群で、振せん、腹臥位、後肢の外側への広がり、異常発声、努力性

呼吸等がみられたが、仔に影響はみられなかった。この結果から、仔の NOEL は 21 mg/kg/day
以上であった 9) 。 

・ラットに 0、0.25、1.25、6.25 mg/m3 を妊娠 1 日目から 20 日目（23 時間/日）まで吸入させた

結果、母ラットでは 1.25 mg/m3 以上の群で脳、血漿及び赤血球コリンエステラーゼ活性の有

意な低下を認めたが、仔では 0.25 mg/m3 以上の群で影響（骨格や内臓等の奇形を含む）はみ

られなかった。なお、この試験では 6.25 mg/m3 群の母ラットに不連続な 3 日間、7～8 mg/m3

を吸入させており、その直後に活動の低下がみられている。この結果から、仔の NOAEL は

6.25 mg/m3 であった 10) 。 

ヒヒヒ    トトト    へへへ    ののの    影影影    響響響    

・本物質はコリンエステラーゼ活性の阻害剤で、短期間の暴露で皮膚を刺激し、中枢神経への

影響が現れ、許容濃度を超えて暴露すると死亡することもある。長期間または反復して接触

すると皮膚炎や皮膚の感作が起きることがあり、コリンエステラーゼ活性阻害の影響が蓄積

される可能性がある。急性症状として、皮膚の発赤や痛み、縮瞳、筋痙直、唾液分泌過多、

発汗、吐き気、めまい、息苦しさ、痙攣、意識喪失が現れ、経口摂取では胃痙攣、嘔吐、下

痢もみられる 11) 。 
・男性ボランティア 6 人を 1 群とし、本物質を綿実油に混ぜて食事前にカプセルで摂取する群、

食事中にゼラチンに混ぜて摂取する群それぞれに 2.7 mg/人/日を 21 日間投与した結果、食事

前にカプセルで摂取する群の方が食事中にゼラチンに混ぜて摂取する群よりも血漿コリンエ

ステラーゼ活性の低下の程度が高かったが、両方の群で赤血球コリンエステラーゼ活性の低

下や神経毒性の臨床所見はみられなかった。男性ボランティアの体重は 64～106 ㎏で平均 81
㎏であった 13) 。この結果から、NOAEL は 2.7 mg/人/日であり 12) 、単位体重あたりの用量に

換算すると、平均体重 81 ㎏で 0.033 mg/kg/day となる。 
・男性ボランティア 5 人に 0、1.0、1.5、2.0、2.5 mg/人/日を 28 日間経口摂取させた結果、2.0 mg/day

以上の群で摂取開始 14 日後から血漿コリンエステラーゼ活性の低下がみられ、最大 30％程

度低下したが、摂取中止後 2 週間程度で正常値に回復した。なお、赤血球コリンエステラー

ゼへの影響はみられなかった 13) 。 
・28 人のボランティアに 0.1 ppm（0.9 mg/m3）を 7.5～8.5 時間吸入させた結果、血漿コリンエ

ステラーゼ活性が 20～25％低下した 14) 。 
・本物質の製造工場の労働者 13 人（男性 11 人、女性 2 人）を対象とし、平均 0.7 mg/m3 に 8

ヶ月間（216 時間/月）の暴露を受けた期間及び暴露終了後 4 ヶ月間の血液、尿を調査した結

果、暴露期間中に血漿コリンエステラーゼ活性が 60％、赤血球コリンエステラーゼ活性が 35
％低下したが、暴露終了後 1 ヶ月でこれらの活性は正常値に回復し、この他の血液・尿検査

の結果に異常はみられず、健康影響もみられなかった 15) 。 

発発発    ががが    んんん    性性性    

IARC の発がん性評価：2B 16) 

実験動物では発がん性が認められるものの、ヒトでの発がん性に関しては十分な証拠がない

ため、IARC の評価では 2B（ヒトに対して発がん性が有るかもしれない）に分類されている。

許許許    容容容    濃濃濃    度度度    
 
 ACGIH 17)  TLV-TWA 0.1 ppm  



（0.9 mg/m3） 

 日本産業衛生学会 －  
 

暫暫暫    定定定    無無無    毒毒毒    性性性    量量量    等等等    ののの    設設設    定定定    

 経口暴露については、ヒトの知見から得られた NOAEL 0.033 mg/kg/day （赤血球コリンエス

テラーゼ活性阻害）を採用し、短期間の試験であることから 10 で除した 0.0033 mg/kg/day を暫

定無毒性量等に設定する。 
 吸入暴露については、ラットの中・長期毒性試験から得られた NOAEL 0.05 mg/m3（脳コリン

エステラーゼ活性阻害）を採用し、暴露状況で補正した 0.048 mg/m3 を暫定無毒性量等に設定す

る。 
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